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 1 9 9 9 年 1 0 月にパキスタンで発生した軍事クーデターは、 7 7 年 7 月のズィアー・














9 4 年秋にイスラーム体制の樹立を謳って決起し、以後急速に勢力を広げて 9 6 年 9




けるイスラーム復興運動活性化を指摘する根拠の一つとなった。最近では 9 9 年 11
月にイスラーマーバード市内の米国関係の建造物を狙った爆破事件が発生した際、






















 パキスタンとアフガニスタンの関係は、パキスタンが独立した 1 9 4 7 年以前から
今日までけっして良好ではなく、両国間には常に懸案事項が存在してきた。  
  第一は、独立直前から特に 7 0 年代初頭まで、パキスタン北西部とアフガニスタ
ン東部･南部に分布するパフトゥーン(パシュトゥーン )人による国家｢パフトゥーニ
スターン｣樹立の運動を、アフガニスタンが支持していたことである。パキスタンが















して軍事訓練が実施され、これにパキスタン軍部、軍統合情報局 ( I S I )、宗教政党｢イ
スラーム団体 (  ジャマーアテ・イスラーミー、 J I )｣が大きく関わった。現在アフガ
ニスタンやパキスタンに潜伏中といわれるムスリム過激派の源流はここにあり、こ
の一部によるパキスタン国内でのテロ活動を引き起こす治安の不安定化が懸念され













フガニスタンへの物資は、 1 9 6 5 年にパキスタンとアフガニスタン間で締結された




る資料では、 1 9 9 6 / 9 7 年度のパキスタンとアフガニスタン二国間の貿易額は約 2 5























第 1 次ナワーズ・シャリーフ政権は内戦終結のため、ペシャーワル合意 ( 9 2 年 4 月 )、
イスラーマーバード合意 ( 9 3 年 3 月 )、ジャラーラーバード合意 ( 9 3 年 5 月 )において
主導的役割を果たしたが、派閥間の不信は拭えず、内戦は続いた。  




めた。9 4 年 2 月に発生したカーブルのパキスタン大使館襲撃事件は、当時の両政府
間の関係悪化を反映している。パキスタンは 9 4 年初頭において、対アフガニスタ
ン政策に活路を見出せていなかったのである。  















フガニスタンの国境地帯を中心に散在する同学派のマドラサ ( m a d r a s a、イスラーム


















 先ずブットー政府は、 9 4 年 8 月末にバーバル内相を中心に対アフガニスタン人道
援助として大量の食料品等をパキスタン南西部の州都クエッタからカンダハールに















のである。そしてこれらの動きに呼応するかのように、11 月 1 日、ブットー首相の
名のもとに、中央アジア向けに 2 0 0 0 万ルピー相当の物資を満載したトラック 3 0 台
がクエッタを出発した。だがトラックはアフガニスタンに入った直後、地元の山賊
に強奪され、そして 4 日後、2 0 名ほどで編成された学生グループがこれら山賊を駆
逐したのである。このグループには自称がなかったが、寄宿生を中心としていたこ













 その後 9 6 年 8 月にアフガニスタン西部の要衝ヘラートがターリバーンに制圧され
ると、ラッバーニー大統領はパキスタンによるターリバーンへの支援を強く非難し、










く。ターリバーンはカーブル制圧直後に暫定政府を樹立し、 9 7 年 1 0 月にはウマル
師を首長 ( A m i r - u l - M u m i n i n )とする首長国 ( E m i r a t e )であると宣言したが、ラッバー
ニー派は｢北部連合(Northren Alliance)｣による政府を主張した。 





 ナワーズ・シャリーフ首相は 1 9 9 7 年 1 2 月末、アフガニスタン各派代表による和
平会合を提案した。このとき、シャリーフ首相はラッバーニーを含む反ターリバー
ン派の代表を招聘し、レガーリー大統領と共に和平調停に関し意見交換を行ったが、




フガニスタン政策におけるシャリーフ首相と I S I との間に溝を作る結果となった。
その後もパキスタンは、国連やアメリカ、イランや日本と共に和平調停に乗り出し






























9 9 年 8 月にキルギスタンで発生した日本人技師誘拐事件の際、誘拐グループがアフ
ガニスタンに潜伏中との報道が流れた際も、ターリバーンは、事件との関与を否定
するにとどまり、過剰な対応を控えた。かつて 9 5 年に、ラッバーニー派の名将ア
フマド･シャー･マスウードの死亡説が流れた際、ターリバーンが事実関係を未確認
のまま｢聖戦の達成｣と宣言した経緯があったが、今回のターリバーンの対応は、こ





















































































1  1 9 9 9 年 1 2 月 1 8 日にも、パキスタンの I S I は、ウサーマ･ビン･ラーディン支持者
によるパキスタン国内でのテロ活動の可能性が高まっているとして、国内での空
港等公共施設の監視を強化した旨表明している。  
2  Z a r e e n  F . ,  N a q v i。 ‘Afghanistan-Pakistan Trade Relations ’ ( u n p u b l i s h e d  W o r l d  





4  パキスタン西部の多くのマドラサは J U I ( F )と、スンナ派団体｢アハレ・ハディー
ス ( A h l - e  H a d i t h )｣によって運営されている。なお、デーオバンド学派は1 9 世紀
中期にインド北中部に設立されたスンナ派ハナフィー派系の学院に始まる学派で、
｢ファトワ (ー f a t w a：イスラーム法の解釈・適用に関する文書による意見 )｣を多数
発出することで知られる。ターリバーンも、結成時にファトワーを発出したほか、
最近では、 9 8 年 1 2 月に、ターリバーン政府のウラマー連合が、反米武装闘争の
ファトワーを発出した。  
5  A n t h o n y  D a v i s ,  “ H o w  t h e  T a l i b a n  B e c a m e  a  M i l i t a r y  F o r c e ” ,  i n  W i l l i a m  M a l e y  
( e d . )  Fundamentalism  Reborn? Afghanistan  and the Taliban ( L a h o r e ,  
Vanguard Books, pp.54-55.1998) 
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